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＜2002年の経済＞ 

2002年の経済成長率は、景気の拡大テンポが高まっていることから、年間を通じて７％をや

や上回る見込み（政府見通し７％前後、民間機関25社の平均7.5％（2002年10月時点））であり、

民間機関の見通しは、春時点の見通しに比べて上方修正されている。 

年後半にかけての動きとしては、積極的な財政政策と高い消費により引き続き国内需要が景

気を牽引していくものと考えられる。さらに、輸出が2002年９月には前年同月比で33％増と高

い伸びを続けてことが成長を押し上げている。失業率は１～９月期で3.9％となっていることか

ら、雇用調整が続いているものとみられるが、政府目標（4.5％）を下回ると考えられる。 

 

＜2003年の経済＞ 

2003年の経済成長率は、７％前後の成長になる見込み（政府見通し７％前後、民間機関25社

の平均7.4％（2002年10月時点））。 

人口 12億7,627万人 財政会計年度 １月～12月

(日本の約10倍) 為替制度 管理フロート制

一人当たりＧＤＰ 911ドル 通貨  中国元

産業構造(GDP構成比)　１次産業   15.2％ 1米ドル＝8.278元

２次産業  51.1％ 面積 960万k㎡ (日本の約26倍)

３次産業  33.6％
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＜中国経済のこれまで＞



 

成長を支える要因としては、他のアジア地域で輸出が伸び悩む中、中国では高い伸びを維持

している。これは輸出品目に労働集約型の低価格製品が多いことから、価格競争力が強いため

である。今後も輸出が景気を牽引していくものと考えられる。また政府の積極財政政策とＷＴ

Ｏ加盟による外国資本流入の急増により、投資は引き続き高い伸びとなる。 

今後の下方リスクとしては、対外的にはアメリカ経済の不透明感による世界経済の伸び悩み

が懸念される。国内では、過剰生産の根源である国有企業の抜本的な構造改革が進まない中で、

さらにＷＴＯ加盟による関税の段階的縮小が輸入品の価格低下をもたらすなど、デフレ傾向の

継続も懸念材料となっている。また国有企業改革による大幅な人員削減が行われていることか

ら、失業率の悪化が懸念される。 

 

＜財政金融政策の動向＞ 

2000 年から実施されている西部大開発計画により、中西部地域への重点的な投資が行われて

いる。一人当たりＧＤＰ（2001年）で13倍（上海市37,382 元、貴州省2,895元）となってい

る地域間格差を是正し、内陸部の経済発展を促すことを目標にしている。年間1500億元発行さ

れる国債のうち約 500 億元（ＧＤＰ比 0.5％）を西部大開発にあて、雇用促進と内需の拡大を

目指している。 

2002年３月の全国人民代表大会で、国有企業のレイオフ（下崗）労働者や定年退職者など弱

者層への配慮が強調されたことから、雇用情勢、就業形態の多様化など再就職支援を強化して

いる。一方で最低生活保障などの社会保障関連予算を前年比28％増やすなど社会のセーフティ

ネット構築も取り組まれている。 

2002年の財政は、特に歳入の落ち込みが顕著である。税収が減少した理由としては、ＷＴＯ

加盟による関税率の引き下げ（平均関税率15％→12％）が挙げられる。財政支出は年初より積

極的な財政政策が行われ、2002年目標に向けた景気の下支えに貢献している。今後は、税収増

加とＷＴＯ加盟による自由化政策によって外資系企業と国内企業の法人税格差（15％対33％）

を是正する案が検討されている。 

90年代 2001年 2002年 2003年 実質GDP見通し
（91～00年) 政府 政府 ADB ＩＭＦ 民間機関

実質ＧＤＰ 前年比％ 10.1 7.3 ７前後 ７前後 2002年
名目ＧＤＰ 同上 17.0 7.3 ― ― 7.4 7.5
  個人消費 同上 16.8 6.9 ― ― 平均 7.5
  総固定資本形成 同上 21.3 12.6 10前後 ― 最大 8.0
鉱工業生産 同上 21.3 9.9 ― ― 最小 7.2
消費者物価 同上 7.2 0.7 １～２前後 ―
失業率 ％ 7.2 3.6 4.5以内 ― 2003年
経常収支 億米ドル 119.1 174.1 ― ― 7.5 7.2

(ＧＤＰ比) ％ (1.5) (1.5) ― ― 平均 7.4
財政収支 億米ドル ▲ 103.6 ▲ 298.8 3,098億元 ― 最大 8.3

(ＧＤＰ比,年度) ％ (▲ 1.3) (▲2.6) 以内 ― 最小 7.2
政府債務残高 億米ドル 1,571.8 ― ―

(ＧＤＰ比,年度末) ％ ( 22.5) ― ―

(出所)中国統計年鑑等。政府見通しは全国人民代表大会（2002年３月）にて発表。

　   　　ADB"Asian Development Outlook 2002 UPDATE"(2002年９月)、ＩＭＦ"World Economic Outlook"(2002年９月)による。

（注）1.実質ＧＤＰ見通しは第10次５ヵ年計画(2001～2005)期間中７％前後となっている。

　　　2.総固定資本形成は民間と公的を含む、鉱工業生産は付加価値ベース、失業率は都市部のみの数値。

      3.政府債務残高の90年代は90～99年の数値。

中国の主要経済指標

(25社）
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